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第１章 計画策定にあたって 

１．計画策定の趣旨 

わが国では、近年、急速な少子高齢化により、労働力人口の減少や社会保障の負担の増加、

地域社会の活力低下などの課題が深刻さを増し、社会・経済にも影響を与えています。このよう

な社会情勢のなか、核家族化の進展や地域のつながりの希薄化、共働き家庭の増加など、子ど

もと子育てを取り巻く環境の変化によって、子育て家庭の子育てに対する負担や不安、孤立感

が高まっており、子どもの健やかな育ちと子育てを社会全体で支援していくことが必要となってい

ます。 

国においては、少子化に歯止めをかけ、次代の社会を担う子どもを健やかに生み育てる環境

整備を図るために、平成２４年（２０１２年）８月に成立した「子ども・子育て関連３法」に基づき、幼

児教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進することを目的とした「子ども・子育て

支援新制度」をスタートさせました。新たな制度のもとでは、「子どもの最善の利益」が実現される

社会を目指すとの考えを基本に、市町村が実施主体となり、幼児期の学校教育や保育、地域の

子育て支援の量の拡充や質の向上を進め、地域の実情に応じた子ども・子育て支援の充実を目

指しています。 

本町では、こうした「子ども・子育て関連３法」の趣旨を踏まえ、子育て支援の多様なニーズに

応え、子ども・子育て支援を総合的・計画的に推進するため、平成２７年（２０１５年）３月に「蔵王

町子ども・子育て支援事業計画」（以下「第１期計画」という。）を策定し、地域の実情に応じた質

の高い幼児期の学校教育・保育の提供及び地域の子育て支援の充実に関わる様々な施策の

取り組みを推進してきました。また、計画の中間年である平成２９年度（２０１７年度）には、各事業

の量の見込み及び提供量をより現状に即した数値に見直したところです。 

しかしながら、少子化の進行は依然として止まらず、国は待機児童の解消を目指す「子育て安

心プラン」の実施や、令和元年（２０１９年）１０月からは、生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼

児教育の重要性や、子育てにかかる経済的な負担軽減の観点から「幼児教育・保育の無償化」

を実施するなど、更なる総合的な子育て支援対策を推進しています。 

このような状況のなか、第１期計画が令和元年度（２０１９年度）末で終了することから、その評

価・検証を行うとともに、社会状況の変化に対応しながら引き続き本町の子ども・子育て支援施策

を総合的・計画的に推進するため、令和２年度（２０２０年度）から５年間を計画期間とした「第２期

蔵王町子ども・子育て支援事業計画」を策定し、きめ細かい、切れ目のない支援による子育ち・

子育て環境の更なる充実に取り組むものです。 
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２．計画の期間 

本計画は、令和２年度から令和６年度の５か年を１期とし、計画の内容と実際の状況に乖離があ

る場合は、中間年（令和４年度）を目安として計画の見直しを行うものとします。 

令和元年度 
（平成３１年度） 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

       

 

３．計画の位置づけ 

本計画は、子ども・子育て支援法第６１条に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計画」です。 

次世代育成支援対策推進法が改正され、法律の有効期限が１０年間延長（令和７年３月３１日ま

で）されたことから、「蔵王町次世代育成支援行動計画（後期）」の内容を継承し、次世代育成支援

対策推進法第８条に基づく「市町村行動計画」にも位置付けるとともに、児童福祉法に基づく「市町

村整備計画」の内容も含む計画として策定するものです。 

また、国の「子育て安心プラン」に基づく待機児童解消や、「新・放課後子ども総合プラン」にお

ける放課後児童クラブの待機児童解消や、放課後子ども教室の計画的な整備の方向性を示すとと

もに、宮城県の策定する「みやぎ子ども・子育て幸福計画」、町の最上位計画である「第五次蔵王

町長期総合計画」や、子どもの福祉・教育に関する他の計画等とも整合を図りながら、調和を保っ

た計画を目指すものです。 

【子ども・子育て支援法（抜粋）】 

（市町村子ども・子育て支援事業計画） 

第６１条 市町村は、基本指針に即して、５年を１期とする教育・保育及び地域子ども・

子育て支援事業の提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する

計画（以下「市町村子ども・子育て支援事業計画」という。）を定めるものとする。 

【次世代育成支援対策推進法（抜粋）】 

（市町村行動計画） 

第８条 市町村は、行動計画策定指針に即して、５年ごとに、当該市町村の事務及び事

業に関し、５年を１期として、地域における子育ての支援、母性並びに乳児及び幼児

の健康の確保及び増進、子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備、子ど

もを育成する家庭に適した良質な住宅及び良好な居住環境の確保、職業生活と家庭生

活との両立の推進その他の次世代育成支援対策の実施に関する計画（以下「市町村行

動計画」という。）を策定するものとする。 

  

 
第１期蔵王町
子ども・子育て

支援事業計画 

見直し 見直し 見直し 

第２期 蔵王町子ども・子育て支援事業計画 

 
次 期 
計 画 



 

5 

４．計画の策定体制 

本計画の策定にあたっては、町民や関係機関の代表により構成する「蔵王町子ども・子育て会

議」において、本計画の内容等について意見交換及び協議を行いました。また、町民の意見を広

く取り入れるため、児童を持つ保護者のアンケート調査や、計画案に対するパブリックコメントを実

施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

蔵  王  町 

（計画決定） 蔵王町子ども子育て会議 

学識経験者 

関係機関・団体の代表者 

保護者の代表  

事 務 局 

（子育て支援課） 

 

町  議  会 

 

町   民 

参 加 

協 議 

意見・提案 

子ども・子育て 

支援ニーズ調査 

回 答 

報 告 
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第２章 子どもを取り巻く現状と課題 

１．蔵王町の概要 

蔵王町は昭和３０年、宮村と円田村が合併して誕生しました。東北の霊峰蔵王連峰の東麓、宮

城県の南西部に位置し、町域の約５割が山林・原野で占めています。町の中央を松川が貫流し

美しい渓谷の景観を作り出し、蔵王連峰に連なる高原地帯には貴重な野鳥などが生息し、天然

の自然の宝庫となっています。 

町の東部は良好な水田地帯となっており、丘陸地を利用した果樹栽培も盛んで、特に梨は県内

一の生産量を誇っています。また、全国的にも人気の高いチーズなどの乳製品、いも煮会に欠か

せない、ねっとりとした里芋や、みずみずしい大根なども有名で、食材の宝庫となっています。 

観光面では、御釜や蔵王エコーライン、スキーや樹氷鑑賞、そして県内有数の名湯遠刈田温

泉を有するなど、年間を通して楽しめるリゾート地として、毎年、数多くの観光客が訪れています。 

 

■地勢 

蔵王町は、宮城県の南西部に位置し、東は村田町、西は蔵王連峰を境に山形県、南は白

石市、北は川崎町に接しています。海抜の最高は西端の屏風岳で１,８２５ｍ、最低は東南部

の松川と白石川の合流点で２０ｍ。町面積は１５２．８５ｋｍ２で約６０％は山林原野ですが、そ

の割に耕地面積が広く、果樹生産では県下一の生産量を誇っています。一方西部は蔵王国

定公園に含まれ、遠刈田温泉などが蔵王観光の基地となっています。 

 

■町民憲章 

秀峰蔵王にはぐくまれる私たち蔵王町民は、 

  一、自然を愛し、健康で明るい家庭をつくります。 

  一、伝統を守り、知識を深め文化の向上に努めます。 

  一、隣人と親しみ、礼儀を重んじ美しい心を育てます。 

  一、勤労を尊び、進んで社会に奉仕します。 

  一、力を合わせ環境を整え、豊かで住みよい郷土をつくります。 
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２．人口等の状況 

（１）人口の推移 

総人口の推移をみると、年々減少を続けており、平成３１年の総人口は１２，１０７人となって

います。年齢３区分別で見ると、「０～１４歳」と「１５～６４歳」は減少傾向がみられますが、「６５

歳以上」は増加傾向が見られ、少子高齢化が進行しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳および外国人登録（各年 1月 1日現在）   

（２）世帯数の推移 

世帯数の推移をみると、徐々に増加を続けており、平成２７年は３，９１３世帯となっていま

す。世帯数の増加にともない１世帯当たり人員は減少を続けており、平成２７年は３．０７人とな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査   

1,288

1,325

1,363

1,413

1,435

6,472

6,697

6,883

7,117

7,311

4,347

4,311

4,202

4,063

3,990

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000

平成３１年

平成３０年

平成２９年

平成２８年

平成２７年

０～１４歳 １５～６４歳 ６５歳以上

（人） 
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12,593 

12,448 

12,333 

12,107 

3,550 3,646 3,786 3,879 3,913

3.90
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3.47
3.25

3.07
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0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00
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4.00

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

平成７年 平成１２年 平成１７年 平成２２年 平成２７年

一般世帯数 １世帯当たり人員

（人） 
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（３）出生数の推移 

出生数の推移をみると、ばらつきがあるものの、平成２８年からは減少傾向がみられ、平成

３０年には６０名となっており、平成２７年に比べると３２人の減少となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：宮城県保健福祉部保健福祉総務課  

（４）合計特殊出生率の推移 

合計特殊出生率の推移をみると、蔵王町では平成２７年に上昇したものの、その後は減少

しています。平成３０年の全国や宮城県の値と比べると下回っており、蔵王町が１．２３人、宮

城県は１．３０人、全国は１．４２人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：宮城県保健福祉部保健福祉総務課   
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1.45 1.44
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全国 宮城県 蔵王町

33

37
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平成２７年

平成２６年

男 女

65 

92 

69 

60 

60 

（人） 

（人） 



 

12 

（５）未婚率の推移 

未婚率の推移をみると、本町の男性、女性ともに宮城県の値を下回っています。ほぼ

横ばいで推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査   

  

26.8 27.3 27.4

29.2

28.6

17.8
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蔵王町男性 蔵王町女性 宮城県男性 宮城県女性
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３．幼児の健診受診状況 

幼児の健診受診状況をみると、１歳６ヶ月健診受診率はほぼ横ばいで推移しており、平成３０

年は９３．７％となっています。一方、３歳６ヶ月健診の受診率は、多少のばらつきがあるものの、

９０％以上の数値で推移しており、平成３０年は９４．５％となっています。 

なお、健診を受けていない人には、家庭訪問等で対応し、１００％の受診となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：保健福祉課   
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４．子育て環境の状況 

（１）保育所入所児童数の推移 

保育所入所児童数の推移をみると、宮保育所保育室を増築し定員を増やしたことにより、

平成２８年度から入所児童数が増加しています。一方で、子どもが低年齢のうちから入所を希

望する保護者が多くなってきたことで、平成２９年度から待機児童が発生し、年々増加してい

る状況にあります。（H２９ ６名、H３０ １５名、Ｒ元 ２４名） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子育て支援課   

（２）ざおう子育てサポートの利用者数の推移 

ざおう子育てサポートの利用者数の推移をみると、利用者数は少なく平成２８年度はいませ

んでしたが、平成２９年に子育て支援センターが開所し、センターを利用しての預かりができ

るようになったため、わずかに増加し、平成２９、３０年度はともに６件の利用となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子育て支援課   
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（３）地域子育て支援拠点の利用状況について 

① 子育て支援センター利用者数の推移 

平成２９年４月から子育て支援センターが開所し、１日平均１１．２組の利用がありました。

その後も１日平均１０組前後の利用があります。 

■ 親子組数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子育て支援課   

■ 利用者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子育て支援課   
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② 児童館の利用状況について 

■ 放課後児童クラブ 

平成２７年度から４～６年生の登録開始、長期休業日の７時３０分からの早朝利用開始と

なったことから、大幅に増加しています。地域によって利用の差がありますが、宮の利用が

特に多くなっています（児童数が多い、核家族・共働きが多い）。その後も緩やかに増加を

続け、平成３０年度の月平均利用人数は１，６４１人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子育て支援課   

■ 乳幼児 

地区によってばらつきがありますが、平成２８年度から増加傾向にあります。円田、平沢

においては、幼稚園送迎バスの集合場所になっており、送迎時の利用があることから、利

用が多くなっています。平成３０年度の月平均利用人数は、合計で９６７人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子育て支援課   
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■ 小学生 

地区によってばらつきがあり、放課後児童クラブ登録数の多い館は減少し、登録の少な

い館（円田、平沢）は自由来館の利用が増えています。過去５年間では平成２７年度がピー

クですが、全体の利用数では減少傾向がみられ、平成３０年度の月平均利用人数は、合計

で４，３０６人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子育て支援課   

■ 中・高校生 

平成２６年度に大きく増加したものの、その後は減少傾向にあります。特に、平成３０年度

には大きく落ち込んでおり、月平均利用人数は、合計で７４名となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子育て支援課   
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５．教育環境の状況 

（１）幼稚園児数の推移 

幼稚園児数の推移をみると、緩やかに減少を続け、令和元年度（平成３１年度）には、平成

２７年に比べ２１名減少し、合計で８３名となっています。ピークの平成２５年１３４名に比べると、

５１名減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：教育総務課（各年度５月１日現在）   

（２）小学校児童数の推移 

小学校児童数の推移をみると、ゆるやかに減少を続け、平成３１年は合計５２４人となって

おり、平成２７年に比べ６５名の減少となっています。又、平成２２年の６８０人に比べると、１５６

名の減少となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：教育総務課（各年度５月１日現在）   
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（３）中学校生徒数の推移 

中学校生徒数の推移をみると、緩やかに減少を続け、平成３１年には合計で２８２人となっ

ています。平成２７年に比べて、５７名の減少となっています。また、ピークの平成２３年の３７５

名に比べると、９３名の減少となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：教育総務課（各年度５月１日現在）   
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６．第 1 期子ども・子育て支援事業計画の進捗状況 

項     目 
第 1 期計画 

年度 H２７年度 H２８年度 H２９年度 H３０年度 R１年度 
（H３１年度） 

教 

育 

・ 

保 

育 

教育・保育の量 

 
１号認定 

見込み ５７人 ５６人 ５５人 ７５人 ７５人 

実績 ９２人 ８９人 ８７人 ８１人 （最終案で入力） 

２号認定 
見込み １６６人 １６５人 １６２人 １４７人 １４７人 

実績 １０７人 １１６人 １３４人 １２８人 （最終案で入力） 

３号認定 
見込み ９０人 ８６人 ８４人 ８８人 ８８人 

実績 ８５人 ７８人 ８７人 ８８人 （最終案で入力） 

地 

域 

子 

ど 

も 
・ 
子 

育 

て 

支 

援 

事 

業 

① 利用者支援事業 

 
事業所数 

見込み ０か所 １か所 １か所 １か所 １か所 

実績 ０か所 ０か所 ０か所 ０か所 （最終案で入力） 

② 時間外保育事業（延長保育） 

 延長保育 

申請人数 

見込み ５０人 ５０人 ５０人 ４５人 ４５人 

実績 ０人 ３０人 ４６人 ６４人 （最終案で入力） 

③ 放課後児童健全育成事業 

 低学年 

登録児童数 

見込み ８０人 ８０人 ７８人 ８０人 ８０人 

実績 ７０人 ７６人 ７７人 ７７人 （最終案で入力） 

高学年 

登録児童数 

見込み ６０人 ６０人 ５９人 ５０人 ５０人 

実績 ２６人 ３８人 ４７人 ４６人 （最終案で入力） 

④ 子育て短期支援事業（ショートステイ） 

 
利用人数 

見込み ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

実績 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

⑤ 地域子育て支援拠点事業 

 子育て支援センター・ 

児童館利用延べ人数 

見込み ４３０人 ４３０人 ４１０人 ８,３００人 ８,３００人 

 実績 ２,５１７人 ２,９６８人 １０，５９９人 １１，１１０人 （最終案で入力） 

⑥ 一時預かり（幼稚園型） 

 １号認定 

年間利用人数 

見込み ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

 実績 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

 ２号認定 

年間利用人数 

見込み ５,０００人 ５,０００人 ４,５００人 ２,５００人 ２,５００人 

 実績 ３,０２４人 ３,０２４人 ２,７７２人 ３,５２８人 （最終案で入力） 

⑦ 一時預かり（幼稚園型を除く・ざおう子育てサポート事業） 

 
利用延べ人数 

見込み １００人 １００人 １００人 １０人 １０人 

 実績 ４人 ０人 ６人 ６人 （最終案で入力） 
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項    目 
第 1 期計画 

年度 H２７年度 H２８年度 H２９年度 H３０年度 R１年度 
（H３１年度） 

地 

域 

子 

ど 

も 

・ 

子 

育 

て 

支 

援 

事 

業 

⑧ 病児病後児（ざおう子育てサポート事業） 

 
利用延べ人数 

見込み ４０人 ４０人 ４０人 １０人 １０人 

実績 ０人 ０人 ０人 ０人 （最終案で入力） 

⑨ 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

 低学年 

利用延べ人数 

見込み ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

実績 ０人 ０人 ０人 ０人 （最終案で入力） 

高学年 

利用延べ人数 

見込み ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

実績 ０人 ０人 ０人 ０人 （最終案で入力） 

⑩ 妊婦健康診査 

 
利用人数 

見込み ８８人 ８７人 ８７人 ７０人 ７０人 

実績 ７７人 ７６人 ７０人 ６５人 （最終案で入力） 

⑪ 乳児家庭全戸訪問事業 

 
訪問数 

見込み ８５人 ８４人 ８４人 ７０人 ７０人 

 実績 ７７人 ７０人 ６３人 ６７人 （最終案で入力） 

⑫ 養育支援訪問事業（その他要保護児童等の支援に資する事業） 

 
訪問数 

見込み ２５人 ２６人 ２７人 ２７人 ２６人 

 実績 ２５人 ２０人 ６人 ３７人 （最終案で入力） 

⑬ 実費徴収に係る補足給付を行う事業 

 
利用人数 

見込み １５人 １５人 １５人 １５人 １５人 

 実績 ０人 ０人 ０人 ０人 （最終案で入力） 

※        は、中間見直し後の数値 

 

第１期子ども・子育て支援事業計画について、「教育・保育の実施状況」は、１号認定の利用実績が大

きく上回り、２号認定のうち幼稚園の預かり保育が必要な子どもの利用が計画値を下回っていいたため、

平成２９年の中間見直しで平成３０年度以降の量の見込みを見直しました。 

３号認定（保育所）の利用は、０歳の利用ニーズが高く認可外保育園でも受け入れが増えています。 

「地域子ども・子育て支援事業」は、「地域子育て支援拠点事業」において、平成２９年４月に、地域福

祉センター内に常時つどいの広場として利用できる゛子育て支援センター゛を開設しました。１日平均１０

組前後の利用があることから、平成２９年の中間見直しで見込み量を大幅に見直しています。 

「一時預かり（幼稚園型）」についても中間見直しをしています。利用は少ないものの、一定の利用の希

望があります。 

ざおう子育てサポート事業で対応する「一時預かり（幼稚園型を除く）」「病児・病後児」については、利

用が少ないことから、中間見直しをしています。 
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７．分野別施策の課題 

各施策における課題は以下の通りです。特に記載のない施策は、概ね目標通りの達成状況と

なっています。 

■＜基本目標１＞地域における子育て支援 

（１）地域における子育て支援サービスの充実 

事 業 名 等 課               題 主   体 

ざおう子育てサポート

事業 

活動できる協力会員が少ないことや、依頼会員の登録

はするものの利用がないことが課題となっています。 
子育て支援課 

子育て支援拠点事業 

（子育て支援センター） 

令和２年度からの幼稚園３年保育、保育所の低年齢児

入所枠拡大により、在宅の親子が減少し、利用者が少なく

なることが予想されます。より多くの在宅の親子に利用して

もらうことが課題となっています。 

子育て支援課 

子育て広場事業 

（児童館） 

育児サークルの機能がなくなり、子育て広場としての利

用が少なくなっています。未就学児のあそび場として利用

できることの周知が課題となっています。 

児 童 館 

 

（２）保育サービスの充実 

事 業 名 等 課               題 主   体 

通常保育事業 
保育所入所希望者が増え、平成２９年から待機児童が

出ており、解消が課題となっています。 
保 育 所 

休日保育、夜間保育、

病児・病後児保育 

利用実績はないものの利用の希望があるので、ざおう

子育てサポート事業で対応していることの周知や事業内

容の充実が課題となっています。 

子育て支援課 

放課後児童健全育成

事業（放課後児童クラブ） 

地域により利用児童数が多いことや、開所時間の延長

が課題となっています。土曜日開館の希望もあります。 
児 童 館 

 

（７）職業生活と家庭生活の両立の促進 

事 業 名 等 課               題 主   体 

広報誌等による啓発活

動 

子育て支援センター等で仕事と育児の両立に関する相

談等に応じていますが、相談先としての周知促進が課題

となっています。 

子育て支援課 

 
 

■＜基本目標２＞母性並びに乳児及び幼児等の健康の確保及び増進 

（１）子どもや母親の健康確保 

事 業 名 等 課               題 主   体 

乳児健康診査 

（医療機関委託） 

８～９ヶ月児の健康診査の受診率が低くなっているの

で、受診率の向上が課題となっています。 
子育て支援課 
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８．子ども・子育て支援に関する調査のポイント 

本計画を策定するにあたり、「量の見込み」の算出や子育て支援に関する実態や意見・要望等を

把握するために、「平成３０年度子育て支援に関する調査」を実施しました。 

 

（１） 調査の概要 

調 査 対 象 蔵王町在住の就学前児童及び小学 3年生までの全保護者 

調 査 時 期 平成３１年２月～３月 

調 査 方 法 保育所、幼稚園、小学校を通じた配布・回収及び郵送による配布・回収 

回 収 結 果 

【就学前児童】 

配布数    ： ３５７票 

有効回収数 ： ２４９票 

有効回収率 ：  ７０％ 

【小学生児童】 

配布数    ： ２５０票 

有効回収数 ： ２０５票 

有効回収率 ：  ８３％ 

 

（２） 就学前児童調査（抜粋） 

■ 子育て（教育を含む）の相談先 

子育てを気軽に相談できる人は「いる」が９５.２％と多数を占めており、具体的な相談できる相

手は「友人・知人」（７５.５％）と「父母（お子さんの祖父母）」等の親族」（７０.７％）の２つが上位を

占めています。 

■ 母親の就労状況と未就労の方の就労意向 

母親の現在の就労状況は、「フルタイムで就労しており、（産休）・育休・介護休業中ではない」

（４３.４％）が最も多く、次いで「パート・アルバイト等」（２２.１%）となっています。「以前は就労して

いたが、現在は就労していない」（２０.５％）とした方も約２割を占めています。 

未就労の母親の就労希望は、「すぐにでも、もしくは１年以内に就労したい」（５０.９％）が半数

を超えて最も多くなっています。「子育てや家事に専念したい」は１５.８％にとどまっています。 

■ 平日の定期的な教育・保育事業の利用状況 

平日の定期的な教育・保育事業の利用状況は、「利用している」方が６１.４％で、６割以上とな

っています。うち、幼稚園が２７.５％、認可保育所が６２.１％となっています。 

■ 利用したい定期的な教育・保育事業 

利用したい定期的な教育・保育事業は、「認可保育所」が５７.４％、「幼稚園」が４９.８%、「幼稚

園の預かり保育」が３０.９％となっています。「認定こども園」は１６.１%でした。 

「幼稚園」「幼稚園の預かり保育」を希望している方のうち、幼稚園の利用を強く希望するかの

問いには、「はい」が５１.４％と半数を占めています。 
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■ 子育て支援センター・児童館の利用状況と今後の利用意向 

子育て支援センター・児童館の利用状況は、「利用していない」とした方が６９.５%を占めてお

り、約７割となっています。 

今後の利用意向は、「新たに利用したり、利用日数を増やしたいとは思わない」（５３.４%）との

回答が最も多く、半数を占めています。「利用していないが今後利用したい」との回答は、子育

て支援センターが１４.９%、児童館が１９.３%となっています。 

■ 土曜・休日等の定期的な教育・保育事業の利用希望 

゛土曜日゛では、「月に１～２回は利用したい」とした方が２８.５%、「ほぼ毎週利用したい」とした

方が１２.４%で、合わせて約４割となっています。 

゛日曜・祝日゛では、「月１～２回は利用したい」が１７.３%、「はぼ毎週利用したい」が３.２%と、２

割程度となっています。 

■ 幼稚園利用者の長期休暇中の教育・保育事業の利用希望 

「休みの期間中、週に数日利用したい」（２３.８%）と、「休みの期間中、ほぼ毎日利用したい」

（１６.７%）を合わせた、『休みの期間中も利用したい』とした方は４０.５％となっています。 

■ 病児・病後児のための保育施設等の利用意向 

お子さんの病気やケガで普段の教育・保育事業が利用できなかった場合の対処方法で、「母

親が休んだ」か「父親が休んだ」と回答した方の病児・病後児のための保育施設等の利用意向

を見ると、「利用したいと思わない」が５１.９％と約半数となっています。 

「できれば病児・病後児保育を利用したい」とした方は２８.９%となっています。 

■ 不定期の教育・保育事業の利用意向と利用目的 

不定期の教育・保育事業の利用意向をみると、「利用したい」との回答は３５.７%となっていま

す。 

利用目的は、「冠婚葬祭、学校行事、子どもや親の通院等」（８９.９%）が９割近くとなっており、

次いで「私用や親のリフレッシュ目的」（６７.４%）が約７割近くとなっています。 

■ ５歳以上児童の小学校就学後の放課後の過ごし方について 

５歳以上の児童の小学校就学後の放課後の過ごし方の希望をみると、「放課後児童クラブ」

（５３.３%）と「児童館」（４７.８%）が多く、次いで「自宅」（３３.３%）となっています。 

゛放課後児童クラブ゛゛児童館゛とした方の利用希望学年については、「６年生」が゛放課後児童

クラブ゛（５４.２％）も゛児童館゛（５８.１％）も半数以上となっています。 

■ 放課後児童クラブの土曜・休日の利用希望 

゛土曜日゛では、「低学年（１～３年生）の間は利用したい」が１２.５％、「高学年（４～６年生）に

なっても利用したい」が２５.０％となっています。 

゛日曜・祝日゛では、「低学年（１～３年生）の間は利用したい」が２.１％、「高学年（４～６年生）

になっても利用したい」が１４.６％と、合わせても１割台となっています。 
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■ 父親の育児休業の取得状況 

父親の育児休業の取得状況は、「取得していない」とした方が８４.３％と多数を占めています。 

■ 父親が育児休業を取得していない理由 

父親が育児休業を取得していない理由は、「配偶者が育児休業制度を利用した」が２８.６％

で最も多く、次いで「仕事が忙しかった」（２６.２%）、「配偶者が無職、祖父母等の親族にみてもら

えるなど、制度を利用する必要がなかった」（２５.７％）と続いています。 

 

（３） 小学生児童調査結果（抜粋） 

■ 子育て（教育を含む）の相談先 

子育てを気軽に相談できる人は、「いる」が９４.６％と多数を占めており、具体的な相談できる

相手は、「友人・知人」（７８.５％）と「配偶者・パートナー」（７２.７％）２つが上位を占めています。 

■ 母親の就労状況と未就労の方の就労意向 

母親の現在の就労状況は、「フルタイムで就労しており、（産休）・育休・介護休業中ではない」

（５２.７％）が最も多く、次いで「パート・アルバイト等」（３１.２%）となっています。 

未就労の母親の就労希望は、「すぐにでも、もしくは１年以内に就労したい」（４４.４％）が４割

以上となっており、「子育てや家事に専念したい」は１４.８％にとどまっています。 

■ 病児・病後児のための保育施設等の利用意向 

お子さんの病気やケガで学校を休んだ場合の対処方法で、「母親が休んだ」か「父親が休ん

だ」と回答した方の利用意向を見ると、「利用したいと思わない」（６４.４％）が６割以上となってい

ます。「できれば病児・病後児保育を利用したい」とした方は１７.８%となっています。 

■ 放課後の過ごし方について 

放課後の過ごし方の希望を見ると、「児童館」（４５.４%）が最も多く、次いで「自宅」（４２.０%）、

「放課後児童クラブ」（３７.１%）となっています。 

゛児童館゛゛放課後児童クラブ゛の利用希望学年については、どちらも「６年生」が最も多く、８

割近くとなっています。（゛児童館゛７８.５％、゛放課後児童クラブ゛７８.９％） 

■ 放課後児童クラブの土曜・休日の利用希望 

゛土曜日゛では、「低学年（１～３年生）の間は利用したい」が１０.５％、「高学年（４～６年生）に

なっても利用したい」が３８.２％となっています。 

゛日曜・祝日゛では、「低学年（１～３年生）の間は利用したい」と「高学年（４～６年生）になって

も利用したい」を合わせた『利用したい』とした方は３２.８％となっています。 

■ 長期休暇中の放課後児童クラブの利用希望について 

長期休暇中の放課後児童クラブの利用希望をみると、「低学年（１～３年生）の間は利用した

い」「高学年（４～６年生）になっても利用したい」を合わせた『利用したい』とした方は４３.９％とな

っています。「利用する必要はない」は３７.６％となっています。 
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９．蔵王町の子ども・子育て支援の課題 

（１）少子高齢化への対応 

本町では出生数の減少などにより少子高齢化が進行しており、その結果として総人口も減少

を続けています。将来人口の推計においても減少傾向が続くことが予測されており、少子高齢

化への対応はとても重要な課題となっています。 

少子化への対応策としては、本町の子育て支援全般の充実を図ることが有効な対策であり、

地域における子育て家庭への理解促進や協力意識の醸成などに努め、地域ぐるみで子どもと

子育て家庭を支えていくことが大切です。 

 

（２）子育て支援サービスの周知・充実 

育児をしながら働く保護者の増加や働き方の多様化、就労意欲の高い母親の増加などにより、

柔軟な保育サービスの提供が求められています。 

本町でも、保育所への需要が高く、増築や定員を上回る受け入れなどの取り組みを実施して

きましたが、待機児童が年々増えています。一方、幼稚園では、少子化等も相まって入園児数

が減少傾向にあり、人とのかかわりが十分に持てないなど、教育上の課題も出てきており、幼児

教育の無償化に伴う３年保育の実施を踏まえると、認定こども園を早期に整備していく必要性が

高くなっています。 

また、現在実施している保育サービスや地域の子育て支援サービス（ざおう子育てサポート

等）、地域の子育て支援ネットワークづくりなどに対応していくべき課題が散見されるため、これ

らへの対応も含めて、子育て支援サービスの充実を図っていく必要があります。 

さらに、昨年度に実施した調査結果からは、安心して子どもを生み育てるためには、子育て家

庭への経済的支援がとても重要な施策として期待されていることから、幼児保育・教育の無償化

制度や町独自事業の周知強化を図るとともに、経済的負担を軽減する施策の拡充方策も検討

が必要です。 

 

（３）医療体制の整備・充実 

乳幼児や母親の健康維持、増進などをはじめとして、安心して子どもを生み育てられる環境

づくりを行ううえで、医療体制の整備・充実は重要な要素となりますが、小児科医師等の確保や、

施設整備の問題があり、非常に難しい課題といえます。 

このため、町が実施している乳幼児向けの各種健診の受診率が低下している現状も踏まえ、

保護者への働きかけの工夫・強化を行うなど受診率の向上を図り、早期発見・早期治療に結び

つけていかなければなりません。 

また、調査の結果、少数意見ながらも病児・病後児の保育を希望している方がいることから、

実施が可能かどうか継続して検討していく必要があります。  
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（４）子どもと保護者が一緒に過ごせる場所などの充実 

天候に左右されず親子で過ごせる場所として、平成２９年４月に子育て支援センターが開所

し、親子あそびのイベントや保護者が育児について気軽に話せる機会の提供ができるようになり

ましたが、調査結果からは、子ども連れで出かけられる公園の整備や、親子で楽しめる機会・イ

ベントなどの充実が多く求められています。 

子育て支援関連行事のさらなる充実を図るとともに、子どもと保護者・家族が一緒に楽しく過

ごせる屋外遊具施設等の整備についても検討していく必要があります。 
 

（５）相談・情報提供体制の充実 

核家族化の進行やひとり親家庭の増加、就労形態や生活環境の多様化などにより、相談内

容も複雑化、多様化しているため、様々な事柄を気軽に相談できる総合的な窓口が求められて

います。 

また、専門的な相談内容などに対応できるよう相談員のスキルアップを図ることや、庁内各課

や関連機関などと緊密な連携をとりつつ対応していくことなども必要となります。 

子育て世代包括支援センターや子育て支援センターを積極的に活用してもらえるよう、気軽

に相談してもらえる場、情報を入手できる場として周知を図っていくことが重要です。 

 

（６）ワーク・ライフ・バランスの推進 

就労意欲の高い母親の増加や父親の育児参加を促進する必要性などを考慮すると、子育て

支援サービスの充実や職場環境の改善への働きかけ、子育て家庭への経済的支援の充実だ

けでなく、職業生活と家庭生活の両立に向けた啓発を今まで以上に社会全体に向けて発信し、

地域ぐるみでのワーク・ライフ・バランスを推進することも欠かせません。 

母親と父親が共に子育てに参加でき、経済的にも自立し安心して生活できる社会を目指して、

ワーク・ライフ・バランスの考え方を地域ぐるみ、ひいては社会全体で醸成していくことが大切で

す。 
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第３章 計画の基本的な考え方 



 

30 

  



 

31 

第３章 計画の基本的な考え方 

１．基本理念 

「子ども・子育て関連３法」の制定により、わが国の子ども・子育て支援は、平成２７年４月から

「子ども・子育て支援新制度」へと移行しました。 

「子ども・子育て支援新制度」は、子どもを生み育てやすい社会の実現を目指しており、市町

村は子ども・子育て支援の実施主体の役割を担い、地域のニーズに基づいて事業計画を策定

し、質の高い幼児期の学校教育・保育及び地域の子ども・子育て支援事業の提供を図ることが

求められています。 

＜国の基本指針において掲げられた計画のポイント＞ 

◆ 「子どもの最善の利益」が実現される社会を目指す 

◆ 一人一人の子どもの健やかな育ちを等しく保障する 

◆ 地域や社会が保護者に寄り添い、保護者が自己肯定感を持ちながら子どもと向き合え 

る環境を整える 

◆ 幼児期の学校教育・保育、地域における多様な子ども・子育て支援の量的拡充と質的 

改善を図る 

◆ 各々が協働し、それぞれの役割を果たす 

 

このように、社会全体で子どもと子育て家庭を支えていくという考え方を基盤として、「質の高

い幼児期の学校教育、保育の総合的な提供」、「保育の量的拡大・確保、教育・保育の質的改

善」、「地域の子ども・子育て支援の充実」といった目標の達成を目指すことが求められています。 

また、次世代育成支援行動計画に関する内容も含めた計画となることから、次世代を担う子ど

も達が豊かな感性を身につけ、安全で安心して健やかに成長していけるよう、地域ぐるみで子

育て家庭を支援するとともに、これまで実施してきた様々な取組や環境整備などを継続していく

ことも重要となります。 

これらを踏まえ、本計画では国の基本指針などと併せて、「蔵王町次世代育成支援行動計画

（後期計画）」及び「第１期蔵王町子ども・子育て支援事業計画」の基本理念を継承し、子育て家

庭の子どもを生み育てることの喜びや悩みを地域において分かち合い、支えあっていけるまち

を目指していきます。 

 

 

 

 

 

 

 
  

【基本理念】 

子どもを生み育てることを喜び、 

悩みを共に分かち合い、支えあえるまち 
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２．次世代育成支援の基本目標 

＜基本目標１＞ 地域における子育て支援の充実 

少子化、核家族化が進む中で、子育て家庭の喜びや悩みを地域で分かち合い、支えていく

という考え方に基づき、地域の子育て支援サービスや保育サービスの充実を図り、さらに、地域

の子育て支援ネットワークの構築にも取り組むことで、子育て家庭の孤立感の解消や子育て情

報の共有、親同士の交流の活性化などを促進していきます。 

保育サービスの充実に関しては、「どの子にも等しく質の高い教育が届く仕組みを構築する」

ための幼児保育・教育環境の見直しを行い、認定こども園設置までの期間、０～２歳児は保育

所で、３～５歳児は幼稚園と預かり保育で受け入れをしていきます。 

また、児童の健全育成を目的とした各種取組や世代間交流の推進などにより、幅広い活動や

体験を通した子どもの健やかな成長を支援します。さらに、子育て家庭の経済的負担の軽減す

る取組の充実を図り、安心して子育てができる環境を整えていきます。 

職業生活と家庭生活の両立の促進については、広報等による啓発と合わせて、働いている

人々の仕事と生活の調和を実現するための働き方の見直しを図るため、宮城県や町内企業、

労働者や子育て支援などの関連団体、宮城労働局等と連携を取りつつ、町の実情に応じた取

組（労働者、事業主、住民などへ向けた周知・啓発、仕事と子育ての両立のための基盤整備等）

を推進します。 

 

 

＜基本目標２＞ 乳幼児及びその保護者の健康の確保・増進 

安心して子どもを生み育てること、子どもが健やかに育つためには、乳幼児やその保護者の

健康の確保・増進が必要です。そのため、妊産婦や乳幼児を対象とした健康診査や子どもの心

身の発達への不安解消などに対応する相談体制の充実を図ります。こうした取組は妊娠期から

切れ目のない支援を配慮していくことが重要であるため、母子保健施策と地域子育て支援事業

は連携を確保して取り組んでいきます。 

また、子どもの健やかな心身の発達には、バランスのとれた食事が大切です。本町の豊かな

自然を活かし、子どもから大人まで発達段階に応じた食に関する学習の機会や食事作り等の体

験活動等を、家庭や学校、地域、関係機関が連携し取組を推進します。 

さらに、子どもの思春期における健全な人格形成に関する取組や小児医療の機会確保への

支援も推進します。 
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＜基本目標３＞ 子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 

子どもが将来家庭を持ち、親になるための資質育成や子どもを生み育てることの大切さを理

解できるよう、また、家庭や親の役割について考えることができるよう、乳幼児や大人との交流機

会の創出など様々な取組を推進していきます。 

また、学校や家庭での教育環境の向上やいじめ、不登校などへの支援の充実を図るとともに、

地域の有害環境対策も推進します。 

 

 

＜基本目標４＞ 子どもの人権擁護と安全・安心の確保 

虐待予防や虐待を受けている子どもなど、要保護児童の早期発見や適切な保護対応、地域

の意識啓発などを図るため、子ども家庭総合支援拠点の設置を目指し、蔵王町要保護児童対

策地域協議会と連携して取り組んでいきます。 

また、ひとり親家庭の自立支援への取組や障がい児が家族とともに地域で自分らしく生活で

きるよう支援する取組などの充実を図ります。 

これらの特別な支援が必要な子どもの施策の充実については、宮城県が実施する施策との

連携を図るとともに、関係機関との情報共有や実施する施策との連携についても視野に入れて

支援策を展開していきます。 

さらに、子どもとその家族が地域で安全・安心して生活できるよう、住居の確保や防犯対策、

交通安全確保の取組を推進します。 
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第４章 子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策 

１．児童人口の推計 

国勢調査による人口データを用い、コーホート変化率法で算出した計画期間における児童

人口の推計結果は以下の通りです。 

過去の人口実績（第２章参照）からも分かるように、将来の児童人口も減少を続ける推計結果

となっており、１１歳以下の合計人数では、令和２年度が９５３人であるのに対して、令和６年度は

８１６人と１００人以上の減少が予測されています。 

 （人） 

年齢 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

０ 歳 ６８ ６３ ６１ ５９ ５５ 

１ 歳 ６０ ５６ ５４ ５２ ５０ 

２ 歳 ７５ ７２ ７０ ６６ ６２ 

３ 歳 ６１ ５７ ５５ ５３ ５０ 

４ 歳 ６１ ５６ ５４ ５２ ５０ 

５ 歳 ８８ ８６ ８１ ７８ ７４ 

６ 歳 ８２ ８０ ７７ ７３ ６８ 

７ 歳 ９５ ９２ ８７ ８３ ７８ 

８ 歳 ９２ ９０ ８５ ８２ ７７ 

９ 歳 ８４ ８３ ７９ ７５ ７０ 

１０ 歳 ９２ ８９ ８９ ８９ ８８ 

１１ 歳 ９５ ９４ ９４ ９５ ９４ 

合計 ９５３ ９１８ ８８６ ８５７ ８１６ 

 

 

２．学校教育・保育提供区域 

子ども・子育て支援事業計画においては、「量の見込み」および「確保の方策」を設定する単

位として、地域の実情に応じて保護者や子どもが居宅より容易に移動することが可能な区域

（「教育・保育提供区域」）を設定するよう定められています。 

 

■ 教育・保育提供区域 

 

 

 

本町では、居住地に関わらず勤務先や家庭事情などの利便性から子育て支援サービスを選

択できるよう、全町を１区域として設定しました。  

全町で１区域 
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３．学校教育・保育の量の見込みと提供体制の確保内容、実施時期 

（１）計画期間における量の見込み 

計画期間における「幼児期の学校教育・保育の量の見込み（必要利用定員総数）」は以下の

通りです。 

本町においては、令和２年４月より、０，１，２歳児は保育所で、３，４，５歳児は幼稚園で受け

入れをしていくことになりましたが、保育の必要性がある３～５歳児の子どもは、施設等２号認定

を受けることで幼稚園の預かり保育料が無償となり、保育所と同等の内容で利用できることとなり

ます。 

 
 

■ 認定区分ごとの教育・保育の量の見込み           （単位：人） 

認 定 区 分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

1 号 認定  ６５ ６３ ６０ ５８ ５５ 

２ 号 認 定 ※施設等２号 １５５ １４６ １４０ １３５ １２９ 

３ 号 認 定 
０ 歳 ２５ ２３ ２２ ２１ ２０ 

１・２ 歳 ７０ ６７ ６５ ６２ ５９ 

量の見込みの合計 ３１５ ２９９ ２８７ ２７６ ２６３ 

※ 教育・保育の認定区分 

１号認定 ／ 満３歳以上の幼児教育を利用する子ども（幼稚園） 

２号認定 ／ 満３歳以上の幼児教育と保育が必要な子ども（保育所） 

（※ 施設等２号認定 ／ 教育・保育の認定を受けて幼稚園を利用する子どもで、保護者

の就労や疾病等の理由により保育を必要とする子ども。施設等利

用給付認定【２号】を受けることで、預かり保育料が無償化の対象

となる。） 

３号認定 ／ ３歳未満の保育を必要とする子ども（保育所） 

  



 

39 

■提供体制の確保方策                      （単位：人） 

施設 認定区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

幼 稚 園 
１ 号 認 定 ２３０ ２３０ ２３０ ２３０ ２３０ 

（施設等２号認定） （１６０） （１６０） （１６０） （１６０） （１６０） 

保 育 所 

2 号 認 定 ０ ０ ０ ０ ０ 

３号 

認定 

０歳 ２５ ２５ ２５ ２５ ２５ 

１・２歳 ７２ ７２ ７２ ７２ ７２ 

認定こども園 

１ 号 認 定 ０ ０ ０ ０ ０ 

２ 号 認 定 ０ ０ ０ ０ ０ 

３号 

認定 

０歳 ０ ０ ０ ０ ０ 

１・２歳 ０ ０ ０ ０ ０ 

幼 稚 園 （ 町 外 ）      

認 可 外 保 育 施 設      

認定区分別

の確保量 

１ 号 認 定 ２３０ ２３０ ２３０ ２３０ ２３０ 

（施設等２号認定） （１６０） （１６０） （１６０） （１６０） （１６０） 

２ 号 認 定 ０ ０ ０ ０ ０ 

３号 

認定 

０歳 ２５ ２５ ２５ ２５ ２５ 

１・２歳 ７２ ７２ ７２ ７２ ７２ 

合計 ３２７ ３２７ ３２７ ３２７ ３２７ 

 

 

≪３号認定（０～２歳児）の保育利用率の目標値≫ 

※ 保育利用率 ／ ０歳児及び１・２歳児の子どもの数全体に占める、３号認定の

子どもとして提供体制を確保する利用定員数の割合 

 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 

０歳児 １・２歳児 ０歳児 １・２歳児 ０歳児 １・２歳児 

推計人口 （人 ） ６８ １３５ ６３ １２８ ６１ １２４ 

確 保 数 ( 人 ) ２５ ７２ ２５ ７２ ２５ ７２ 

保育利用率（％） ３６．８ ５３．３ ３９．７ ５６．３ ４１．０ ５８．１ 

 
令和５年度 令和６年度 

０歳児 １・２歳児 ０歳児 １・２歳児 

推計人口 （人 ） ５９ １１８ ５５ １１２ 

確 保 数 ( 人 ) ２５ ７２ ２５ ７２ 

保育利用率（％） ４２．４ ６１．０ ４５．５ ６４．３ 

 

量は定めないが確保に向けた方策をとる。 
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（２）各事業の推進の方向性 

■ 保育所 

保護者が働いている、あるいは病気にかかっているなどにより、家庭で保育することができ

ないなど保育を必要とする乳児又は幼児について、保護者に代わり保育所での保育を実施

します。 

 

【今後の方向性】 

令和２年度から、０～２歳児の保育に特化することで、受け入れ人数を増やし、待機児童問

題の解消を図っていきます。併せて増員に対応した施設・設備の改修を行います。 

 

 

■ 幼稚園 

小学校就学前の３，４，５歳児に向けた教育を行います。又、３園で預かり保育を行います。 

 

【今後の方向性】 

令和２年度から、３～５歳児の教育（３年保育）を実施することで、幼児教育の充実を図って

いきます。また、すべての園で、平日の給食提供や長期休業中の預かり保育を実施するなど、

保育所と同等の受入体制に拡充します。 

 

 

■ 認定こども園 

保育所と幼稚園の両方の機能を持ち、就学前の教育・保育を行います。 

 

【今後の方向性】 

認定こども園の早期の開設を目指します。 

 

 

■ 認可外保育施設 

国の規定した設置基準に満たないものの、県や町の定める基準を満たした保育施設です。 

 

【今後の方向性】 

保育を必要とする乳幼児の保育や、預かり保育等を実施します。 
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４．学校教育・保育の一体的提供と推進体制 

幼稚園においては、人間形成の基礎を培う時期に学ぶ場としての重要性が再認識されては

いるものの、少子化等も相まって入園児数が減少傾向にあります。一方、保育所は、核家族化

や共働き世帯など、子どもが小さいうちから保育所に預けて働きたいという家族が増加し、年々

待機児童が増えている現状です。 

このような現状を踏まえ、質の高い幼児教育・保育の一体的な提供が期待できる認定こども

園の設置を計画しているところですが、施設整備に相当の期間を要するため、当面は既存の施

設を最大限に利活用し、令和２年度から「幼稚園で３・４・５歳児の教育（全園で預かり保育実

施）」、「保育所は０・１・２歳児の保育に特化」し、学校教育・保育を推進します。 

さらに、幼児期の学校教育・保育と小学校との円滑な接続のため、引き続き幼保児小連絡会

において連携のための取り組みを展開していきます。 

 

■ 発達や学びにおける「連続性」に対する取り組みについて（蔵王町幼保児小連絡会） 

接続・連携 取 組 主 体 取  組  内  容 

教育・保育施設等か

ら小学校への接続 

幼

保

児

小

連

絡

会 

小 学 校 
〇教員の幼稚園・保育所の保育参観及び情報

交換 

〇幼稚園・保育所・児童館職員の小学校の授

業参観及び情報交換 

〇小学校行事への参加 

（運動会・給食体験・小学校探検など） 

〇スタート・アプローチカリキュラムの活用 

〇年度末の幼稚園・保育所と小学校の引継ぎ 

〇児童館と小学校の情報交換 

児 童 館 

幼 稚 園 

保 育 所 

 
  



 

42 

５．地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保内容、実施時期 

■ 利用者支援事業 

【基本型】 

児童又はその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業などの

情報提供や相談・助言などを行うとともに、関係機関との連絡・調整などを行うものです。 

 

【特定型】 

待機児童の解消を図るため、行政が地域連携の機能を果たすことを前提に主として保

育に関する施設や事業を円滑に利用できるように支援を実施するものです。 

 

【母子保健型】 

妊娠期から子育て期にわたるまでの母子保健や育児に関する様々な悩み等に対し、切

れ目なく総合的相談や支援を実施するものです。 

 

【今後の方向性】 

令和２年１月に母子保健型（子育て世代包括支援センター）を設置し、子育て支援センター

等と連携しながら、妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない総合的相談や支援を実施します。 

 

◆ 基本型                                                  （か所） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み① ０ ０ ０ ０ ０ 

確保の内容② ０ ０ ０ ０ ０ 

②－① ０ ０ ０ ０ ０ 

 

◆ 特定型                                                  （か所） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み① ０ ０ ０ ０ ０ 

確保の内容② ０ ０ ０ ０ ０ 

②－① ０ ０ ０ ０ ０ 

 

◆ 母子保健型                                               （か所） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み① １ １ １ １ １ 

確保の内容② １ １ １ １ １ 

②－① ０ ０ ０ ０ ０ 
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■ 延長保育事業（時間外保育・0～2歳児） 

保護者の就労形態の多様化などに対応するため、通常の保育時間の前後に延長して保

育を行うものです。（１１時間を超えるもの） 

 

【今後の方向性】 

本町では１１時間未満ではあるものの、保護者の就労形態の多様化などに対応するため、

午後６時３０分までの時間外保育をしています。令和２年度より、保育所の０～２歳児が対象と

なります。 

（人／日） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み① ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ 

確保の内容② ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ 

②－① ０ ０ ０ ０ ０ 
 

※午後６時から６時３０分までの預かり人数 

 

■放課後児童健全育成事業 

保護者が就労等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後

に児童館等において適切な遊びと生活の場を与えその健全な育成を図るものです。 

 

【今後の方向性】 

町内全小学校区において、就学している児童を対象として授業の終了後に各小学校区内の

児童館において、適切な遊びと生活の場を与えその健全な育成を図ります。 

今後、保護者の就労形態の多様化などに対応し、午後６時までの延長利用時間のさらなる延

長に対応できるよう、職員体制などの整備に努めます。土曜日開館については、どのような体制

を整えれば実施可能となるか、検討していきます。 

 （人／日） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み① １４５ １４５ １４５ １４５ １４５ 

確保の内容

② 

１ 年 ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ 

２ 年 ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ 

３ 年 ２５ ２５ ２５ ２５ ２５ 

４ 年 ２５ ２５ ２５ ２５ ２５ 

５ 年 ２０ ２０ ２０ ２０ ２０ 

６ 年 １５ １５ １５ １５ １５ 

計  １４５ １４５ １４５ １４５ １４５ 

② － ① ０ ０ ０ ０ ０ 
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■ 子育て短期支援事業（ショートステイ） 

保護者の疾病や仕事等により、家庭において子どもを養育していくことが一時的に困難な

場合等に、児童養護施設など保護を適切に行うことができる施設において養育・保護を行うも

のです。 

 

【今後の方向性】 

ニーズ調査において宿泊を伴う一時預かり等の希望がなかったため、本町では計画期間

中の実施は見込まず、今後も町外施設の利用を紹介するなど、相談支援に努めます。   

（人／年） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み① ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ 

確保の内容② ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ 

②－① ０ ０ ０ ０ ０ 

 

 

■ 地域子育て支援拠点事業 

子育て家庭の支援を目的に、子育て親子の交流の場の提供と促進や子育て等に関する

相談・支援の実施、地域の子育て関連情報の提供、子育て及び子育て支援に関する講習等

の実施などを行う拠点です。 

 

【今後の方向性】 

子育て支援センターを中心に、各地区５児童館とも連携を図り、対応していきます。在宅の

親子の減少から利用者数は減ることが予想されますが、子育て親子が安心して過ごせる場を

引き続き提供していきます。子育て世代包括支援センターとも連携していきます。 

（人／月） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み① ６５０ ６５０ ６５０ ６５０ ６５０ 

確保の内容② ６５０ ６５０ ６５０ ６５０ ６５０ 

②－① ０ ０ ０ ０ ０ 
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■ 一時預かり（幼稚園型）【幼稚園在園児を対象とした定期的な預かり】 

幼稚園において、通常の教育時間の前後や長期休業中に、希望する子どもに向けて実施

される預かり保育事業です。 

 

【今後の方向性】 

令和２年度より、永野、宮、遠刈田幼稚園で実施します。土曜日も実施します。 

（人／日） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み① 
（施設等２号認定） 

１５５ １５５ １５５ １５５ １５５ 

確保の内容② 
（それ以外） 

５ ５ ５ ５ ５ 

確保の内容③ １６０ １６０ １６０ １６０ １６０ 

③－（②＋①） ０ ０ ０ ０ ０ 

※ 施設等利用給付認定【２号】とは 

教育・保育の認定を受けて幼稚園を利用する子どもで、保護者の就労や疾病等の理由により保育を

必要とする子どもは、施設等利用給付認定【２号】を受けることで、預かり保育料が無償化の対象となる。 

 

 

■ 一時預かり（幼稚園型を除く） 

幼稚園の在園児以外に実施される預かり保育で、保育園やファミリー・サポート・センター

などにおける預かり保育事業です。 

 

【今後の方向性】 

現在、保育所等において一時預かり保育を実施するスペースがないため、ざおう子育てサ

ポート事業で対応していきます。 

（人／年） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み① １０ １０ １０ １０ １０ 

確保の内容② 
（一時預かり（幼稚園以外））  

０ ０ ０ ０ ０ 

確保の内容③ 
（ざおう子育てサポート事業 

病児・病後児以外） 
１０ １０ １０ １０ １０ 

確保の内容④ 
（トワイライトステイ） 

０ ０ ０ ０ ０ 

（④＋③＋②）－① ０ ０ ０ ０ ０ 
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■ 病児病後児 

疾病回復期にある児童で、保護者の労働その他の理由により家庭での保育に支障がある

場合、一時的に保育を行うものです。家庭又は保育士、看護師その他の者の居宅において

適当な設備を備えるなどにより保育を行う｢派遣型｣と､保育所その他施設､病院又は診療所に

おいて適当な設備を備えるなどにより保育を行う｢施設型｣があります。 

 

【今後の方向性】 

ニーズ調査では少数の利用意向があるもの、小児科医師等の確保や、施設整備の問題が

あり実施が難しい状況にあります。病後児については今後もざおう子育てサポート事業で対

応していくとともに、今後の実施について検討していきます。 

（人／年） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み① ５ ５ ５ ５ ５ 

確保の内容② 
（一時預かり（幼稚園以外）） 

０ ０ ０ ０ ０ 

確保の内容③ 
（ざおう子育てサポート事業 

病児・病後児以外） 

５ ５ ５ ５ ５ 

（③＋②）－① ０ ０ ０ ０ ０ 

 

 

■ 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター就学児） 

地域において育児の援助を受けたい人と行いたい人が会員となった組織による事業です。 

 

【今後の方向性】 

ニーズ調査において利用希望はわずかでした。利用希望があれば、ざおう子育てサポート

事業で対応していきます。 

◆ 低学年 （人／日） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み① ０ ０ ０ ０ ０ 

確保の内容② ０ ０ ０ ０ ０ 

②－① ０ ０ ０ ０ ０ 

 

◆ 高学年 （人／日） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み① ０ ０ ０ ０ ０ 

確保の内容② ０ ０ ０ ０ ０ 

②－① ０ ０ ０ ０ ０ 
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■ 妊婦健康診査 

妊婦の健康と、お子さんの健やかな成長・出産を応援するために、妊婦健康診査の費用を

助成するものです。 

 

【今後の方向性】 

今後も妊婦の健康と出産を支援するため、助成をしていきます。 

（人・回／年） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み① ７３ ７０ ６８ ６８ ６５ 

健診回数（①×14） １,０２２ ９８０ ９５２ ９５２ ９１０ 

確保の内容② ７３ ７０ ６８ ６８ ６５ 

②－① ０ ０ ０ ０ ０ 

 

 

■ 乳児家庭全戸訪問事業 

保健師または助産師が家庭を訪問し、体調や育児などに不安のある妊産婦や生後４カ月

までの乳児、小さく生まれた乳児（養育医療対象児）の健康管理や授乳方法、育児などにつ

いて相談等を行う事業です。 

 

【今後の方向性】 

今後も、全ての乳児を対象として実施していきます。 

（人／年） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み① ７３ ７０ ６８ ６８ ６５ 

確保の内容② ７３ ７０ ６８ ６８ ６５ 

②－① ０ ０ ０ ０ ０ 
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■ 養育支援訪問事業（その他要保護児童等の支援に資する事業） 

養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等を行

うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業です。 

 

【今後の方向性】 

今後も関係機関との連携強化を図り、支援が必要な子どもや家庭への支援を実施していき

ます。 

（人／年） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み① ２５ ２５ ２５ ２５ ２５ 

確保の内容② ２５ ２５ ２５ ２５ ２５ 

②－① ０ ０ ０ ０ ０ 

 

 

■ 実費徴収に係る補足給付を行う事業 

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に対して保護者が支払う

べき食事の提供に要する費用及び日用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入

に要する費用又は行事への参加に要する費用等を助成する事業です。 

 

【今後の方向性】 

 幼児教育・保育の無償化や、同様の事業（分野別施策「要保護・準要保護児童生徒就学

援助事業」）をおこなっていることから、今後の実施が必要かも含め検討していきます。 

（人／年） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み① ０ ０ ０ ０ ０ 

確保の内容② ０ ０ ０ ０ ０ 

②－① ０ ０ ０ ０ ０ 
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６．新・放課後子ども総合プランの推進について 

次代を担う人材を育成し、加えて共働き家庭等が直面する「小１の壁」を打破する観点から、平

成２６年に「放課後子ども総合プラン」が策定され、本町でも第１期子ども・子育て支援事業計画に

盛り込み、当該プランに基づき、運営委員会で具体的な実施方法について検討してきました。 

あわせて平成３１年４月より、これまでの当該プランの進捗状況や、児童福祉や教育分野におけ

る施策の動向も踏まえ、これまでの放課後児童対策の取り組みをさらに推進させるため、放課後

児童クラブの待機児童の早期解消、放課後児童クラブと放課後子ども教室の一体的な実施の推

進等による全ての児童（小学校に就学している児童をいう）の安心・安全な居場所の確保を図るこ

と等を内容とした、「新・放課後子ども総合プラン」が実施されているところです。 

本町では、全校区とも児童館で学童クラブ（放課後児童クラブ）が実施されており、希望する登

録児童の受け入れ体制が整備され、待機児童は出ていません。来館児童が放課後児童クラブの

中で最も多い宮児童館では、施設の狭さでの活動制限や安全面への配慮が特段に必要とされて

いたため、保育室を１部屋増築し、安全で快適な環境を子ども達に提供できるようになりました。 

また、本町では放課後児童クラブを児童館で実施していることから、放課後子ども教室を児童

館で行う「連携型」として、放課後子ども教室コーディネーターと放課後児童クラブ支援員が連携し、

地域の特性を生かしながら、多様な体験・活動を楽しむことができるプログラムを、令和元年度（平

成３１年度）から町内全小学校区にて実施しています。今後は、「新・放課後子ども総合プラン」に

おいて学校施設の活用促進がうたわれていることから、小学校の余裕教室の利用などについて検

討し、共働き家庭等の児童を含めたすべての児童が放課後子ども教室の活動プログラムに参加

できるよう、引き続き取り組んでいきます。 
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第５章 分野別施策の展開 
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第５章 分野別施策の展開 

１．施策体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

■ 子ども・子育て支援事業 

学校教育・保育の量の見込みと提供体制の確保内容 

地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保内容 

基本理念： 「子どもを生み育てることを喜び、 

悩みを共に分かち合い、支えあえるまち」 

＜基本目標１＞地域における子育て支援の充実 

（１）地域における子育て支援サービスの充実 

（２）保育サービスの充実 

（３）地域における子育て支援のネットワークづくり 

（４）児童の健全育成の取組の推進 

（５）地域の高齢者が参画した世代間交流の推進 

（６）子育てにかかる経済的な負担に対する支援 

（７）職業生活と家庭生活の両立の促進 

＜基本目標２＞乳幼児及びその保護者の健康の確保・増進 

（１）子どもや母親の健康確保 

（２）「食育」の推進 

（３）思春期対策の充実 

（４）小児医療の充実 

＜基本目標３＞子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 

（１）次代の親の育成・家庭や地域の教育力の向上 

（２）子どもの生きる力の育成に向けた教育環境の整備 

（３）子どもをとりまく有害環境対策の推進 

＜基本目標４＞子どもの人権擁護と安全・安心の確保 

（１）児童虐待防止対策の充実 

（２）ひとり親家庭等の自立支援の推進 

（３）障がい児施策の充実 

（４）良質な住宅の確保 

（５）子どもの防犯対策・交通安全確保の推進 

■ 次世代育成支援 
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２．＜基本目標１＞ 地域における子育て支援の充実 

（１）地域における子育て支援サービスの充実 

事 業 名 等 事業内容とこれからの目標 主   体 

乳児家庭全戸訪問事

業 

生後４ヶ月までの乳児のいる全ての家庭に対し、助産師

及び保健師による家庭訪問（新生児訪問時）を実施し、身

体や精神面での相談を受ける等、母性及び乳児の健康保

持及び増進を図ります。 

子育て支援課 

養育支援訪問事業 

児童の養育について支援が必要である家庭に訪問し、

養育の安定や改善を図り、健やかな子どもの育成、虐待の

予防につながるよう支援します。 

子育て支援課 

ざおう子育てサポート

事業 

協力会員と依頼会員による相互援助事業で、子育て家

庭における子どもの一時預かりや育児に関する相談などを

行うことにより、地域の中で安心して子育てができる環境を

整えます。 

預かる子ども ： 生後３ヶ月の乳児から小学校６年生 

預かる時間 ： ８時から１８時なでの必要な時間 

（その他の時間は相談によります。） 

料金：一人１時間５００円 

子育て支援課 

子育て支援拠点事業

（子育て支援センター） 

親子で自由に過ごせるふれあい広場、年齢別クラスや子

育て講習会などの親子行事、子育てについての相談や情

報提供等を実施します。 

地域の親子が気軽に集い、うち解けた雰囲気の中で語り

合える交流の場の提供を、今後も継続して取り組みます。 

子育て支援課 

子育て広場事業 

５地区の児童館において子育て中の親子が気軽に集

い、相互に交流を図る子育て広場の充実に向けて支援しま

す。 

育児サークルの合同開催など、地区の枠を超え、親子で

楽しく活動できる機会づくりに取り組んでいきます。 

今後は、未就学児のあそび場として利用できることを、健

診時などでさらに周知していきます。又、低年齢の利用が多

くなることが予想されるので、集まりやすい環境や雰囲気づ

くりに努めていきます。 

児 童 館 
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（２）保育サービスの充実 

事 業 名 等 事業内容とこれからの目標 主   体 

通常保育事業 

保護者が就労している等、保育を必要とする乳幼児に保

育所入所を実施し、家庭や地域社会と連携をとりながら乳

幼児の健全な心身の発達を図ります。 

令和2年度より、宮保育所と永野保育所２か所において、

６ヶ月児から２歳児の受け入れをします。 

開所時間 ： ７時３０分から１８時３０分 

保育時間 ： ８時３０分から１６時３０分 

保 育 所 

延長保育事業 

保育所開所時間は、令和元年度現在で７時３０分から１８

時３０分まで実施しています。 

さらなる延長保育については、住民ニーズと子どもの状

況を考慮した上で検討していきます。 

保 育 所 

休日保育、夜間保育、

病児・病後児保育 

休日、夜間、病児・病後児保育は実施しておらず、今後、

住民ニーズや子どもの状況を考慮しつつ、実施についての

検討が必要です。 

現状で休日、病後児保育が必要な場合は、「ざおう子育

てサポート事業」の充実により対応し支援していきます。 

子育て支援課 

幼稚園における預かり

保育 

令和２年度から、永野、宮、遠刈田幼稚園の全園におい

て、幼稚園の教育課程に係る教育時間の終了後に、教育

活動を実施していきます。 

さらに、土曜日、長期休業期間も対応していきます。 

幼 稚 園 

放課後児童健全育成

事業 

（放課後児童クラブ） 

児童館において、保護者が就労等により昼間家庭にい

ない小学校１～６年生の児童に対して、生活の場や遊びを

提供し、その健全な育成を図ります。 

小学校区ごと５か所の児童館において実施します。 

学校課業日 ： 授業終了後から１８時 

学校休業日 ： ７時３０分から１８時 

今後は、延長利用時間のさらなる延長や土曜日開館に

ついて、住民ニーズと児童の状況を考慮した上で検討して

いきます。 

児 童 館 

【新】 

放課後子ども教室 

放課後や週末等に児童館や小学校の空き教室を活用

し、地域の大人に企画・運営・参加してもらい、すべての子

どもを対象に学習やスポーツ・文化活動、地域住民との交

流活動の機会を提供し、その健全な育成を図ります。 

生涯学習課 
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（３）地域における子育て支援のネットワークづくり 

事 業 名 等 事業内容とこれからの目標 主   体 

ネットワークづくり 

子育て支援に関わっている関係機関や団体等が情報提

供や収集できる機会をつくり、情報共有を通じて子育て支

援に結びつける体制の強化に努めます。 

子育て支援課 

子育て支援の啓発 

活動 

地域全体で子育てしようとする意識の啓発に努めます。 

・地域組織活動連絡協議会（母親クラブ） 

・子ども会育成会 

子育て支援課 

子育て情報の提供 

地域の中で子育て支援に関わっている関係機関や団体

等と連携し、地域の子育て支援に関する情報を収集し、子

育て家庭が気軽に幅広い情報を入手できるよう、母子手帳

アプリも活用して情報発信体制の整備に努めます。 

子育て支援課 

【新】 

子育てサポーターチー

ム「すまいるハート」の

活動支援 

養成講座で習得した知識や自身の子育て経験を活かし

ながら、子育て中の親を応援し、家庭教育支援に関する事

業の企画・運営を行い、親の学びと子育てに関する学習機

会を提供します。 

生涯学習課 

 

 

（４）児童の健全育成の取組の推進 

事 業 名 等 事業内容とこれからの目標 主   体 

児童健全育成事業 

児童館において、健全な遊びを通した児童の心身の成

長、育成の支援と、母親クラブや子ども会育成会などの地

域活動を支援します。 

児 童 館 

地域組織活動（母親ク

ラブ）育成事業 

地域における親子及び世代間交流、文化活動、児童養

育に関する研修活動、児童の事故防止活動等、児童福祉

の向上に寄与する地域組織活動の促進を図るため、児童

館を拠点に５つの母親クラブの活動を支援します。 

児 童 館 

子ども会育成会事業 

子ども会インリーダーとしての集団生活のルールやマナ

ー、助け合いの精神を学びます。 

子ども会を指導するジュニア・リーダー、成人指導者の知

識、技術の習得を図り、子ども会活動の支援を促進します。 

今後は地域を含めて、関係機関・団体などとの連携をさ

らに深めていきます。 

・インリーダー合宿研修会、ジュニア・リーダー研修会 

生涯学習課 

児 童 館 

 

 

（５）地域の高齢者が参画した世代間交流の推進 

事 業 名 等 事業内容とこれからの目標 主   体 

世代間交流活動 

子育て支援に関する施策を実施している関係機関や子

育て支援に関わっている団体等で地域の高齢者が参画す

る活動を展開し、地域に伝わる伝承遊びや伝統行事、もの

づくり、野菜作り等の体験や会食を通じて交流を図ります。 

幼 稚 園 

学   校 

児 童 館 

生涯学習課 
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（６）子育てにかかる経済的な負担に対する支援 

事 業 名 等 事業内容とこれからの目標 主   体 

児童手当給付事業 

子育て家庭の経済的支援をすることにより、家庭における

生活の安定に寄与するとともに、児童の健全育成および資質

の向上に資することを目的に、中学校３年生終了前の子ども

を養育する者に対して手当てを支給します。 

子育て支援課 

児童扶養手当給付 

事業 

父または、母と生計を同じくしていない子どもを育てる家庭

の生活安定と自立促進を目的に手当てを支給します。 
子育て支援課 

特別児童扶養手当 
精神または身体に障がいのある２０歳未満の児童の福祉

向上を目的に手当てを支給します。 
子育て支援課 

要保護・準要保護児

童生徒就学援助事業 

経済的理由によって就学困難な児童生徒の保護者に対し

て援助をして、就学の環境を整えます。 

学用品及び通学用品費・新入学児童生徒学用品費・学校

給食費等 

教育総務課 

すこやか子育て支援

事業  

※町単独事業 

子どもの出生を祝福し、健全なる育成と、子育て世代の定

住促進・地域の活性化を促すことを目的に、第１子目から助

成金を支給します。 

６ケ月以上町内に住所を有し、定住を前提にする保護者

が出生した場合、町内に住所を有している時に出生した子の

人数が１人又は２人であるときは１０万円、３人以上であるとき

は５０万円を支給します。 

子育て支援課 

あったか支援事業 

※町単独事業 

父もしくは母がいない児童及びこれに準ずる事情にある児

童について、支援金（年額５万円）を支給し、児童の健全な育

成と福祉の向上を図ります。 

児童とは、１２歳に達する日の翌日以後最初の４月１日から

１８歳に達する日以後最初の３月３１日までの間にある子で、

蔵王町内に引き続き１年以上居住している者です。 

子育て支援課 

 

 

（７）職業生活と家庭生活の両立の促進 

事 業 名 等 事業内容とこれからの目標 主   体 

広報誌等による啓発

活動 

仕事と子育ての両立支援のための体制の整備や、男性の

育児参加、男女がともに子育てや社会に責任を担う社会の

実現を目指し、広報誌や父親参加の親子行事等、様々な機

会で啓発、普及活動を推進します。 

子育て支援課 
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３．＜基本目標２＞ 乳幼児及びその保護者の健康の確保・増進 

（１）子どもや母親の健康確保 

事 業 名 等 事業内容とこれからの目標 主   体 

母子健康手帳交付 

妊娠期より、保健師等の相談機関を知ってもらい安心して

出産・育児ができるよう、また健康管理に努められるよう、母子

健康手帳を交付し相談を受け必要な支援をします。 

毎週月曜日 

保健福祉課 

妊婦一般健康診査

（医療機関委託） 

妊婦健診（１４回）の助成を行い、妊婦期の健康管理に努

め、安全な出産を支援します。 

助成券 初回２５，７９０円、１２～３５週６、５００円×９回 

３６～３９週８、５００円×４回 

保健福祉課 

新生児訪問事業 

生後２８日未満の新生児家庭を訪問し、養育上必要な事

項を指導し、適切な保育を促します。 

産婦については、産後の身体的、精神的健康管理を図る

とともに安心した気持ちで育児ができるよう支援します。 

保健福祉課 

乳児健康診査 

（医療機関委託） 

２ヶ月児と８ヶ月児の健康診査無料受診券を交付し、医療

機関において乳児の疾病等の早期発見を行い、乳児の健康

の保持及び増進を図ります。 

現状では８ヶ月児の健康診査の受診率が低いため、３～５

ヵ月児健康診査時に全員に声がけするなど、周知を図り受診

率の向上を目指します。 

保健福祉課 

３～５ヶ月児健康診

査 

身体発育、精神・運動機能発達について健診し、疾病等

の早期発見し、発育、栄養、生活、育児について適切な指導

を行い、幼児の健康の保持及び増進を図ります。 

年８回 

保健福祉課 

１歳６ヶ月児健康診

査 

身体発育、精神発達について健診し、疾病等の早期発

見、適切な指導を行い幼児の健康の保持・増進を図ります。 

年６回 

保健福祉課 

２歳６ヶ月児歯科健

康診査 

主に歯および口腔内疾病の早期発見、早期治療を促し、

フッ化物の無料塗布などで幼児の歯の健康増進を図るととも

に、生活習慣の自立や幼児の栄養、育児に関する指導を行

い、幼児の健康の保持及び増進を図ります。また、１歳６ヶ月

健診と３歳６ヶ月健診に比べて受診率が低いため、周知・啓

発など受診率向上に取り組みます。 

年６回 

保健福祉課 

３歳６ヶ月児健康診

査 

幼児期の身体発育、精神発達について健診し、疾病等の

早期発見、適切な指導を行い、幼児の健康の保持及び増進

を図ります。 年６回 

保健福祉課 

妊婦・乳幼児健康 

相談 

来所者の希望に応じて、体重計測、個別相談（発達、栄

養、育児、予防接種、歯磨きなど）その他あそび場・情報交換

の場を提供し子育て支援を行います。 

年１３回（子育てほっとサロン・新米ママ、プレママサロン） 

子育て支援課 

幼児健診フォロー 

アップ教室 

各種健診・相談等において発達の経過観察が必要な幼児

や、育児不安を抱える保護者等を対象として、親子あそびや

個別相談を行い支援していきます。 

保健福祉課 
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（２）「食育」の推進 

事 業 名 等 事業内容とこれからの目標 主   体 

食育推進事業 

「蔵王町第２期食育推進計画」（平成３０年度から令和９年

度）に基づき、蔵王町の豊かな自然を生かし、子どもから大人

まで発達段階に応じた食に関する学習の機会や食事作り等

の体験活動等を、家庭や学校、地域、関係機関が連携し取

組を推進します。 

・蔵王の食や健康に関する正しい知識、望ましい食習慣を

身につけ健康な食生活を実践できる。 

・家族や仲間と一緒に食事や料理を楽しみ、人とのつなが

りを深める。 

・食の安全のための知識を身につけ、食材を選び食べる。 

・地元の食材を使った食文化を学び伝える。 

・心身の健康と、豊かな人間性、自然への感謝の気持ちを

育む。 

スローガン：「３０（ざおう）日は、蔵王ごはんで、家族団らん」 

保健福祉課 

 

 

（３）思春期対策の充実 

事 業 名 等 事業内容とこれからの目標 主   体 

思春期保健対策 
町内の学校において、「生」に関する正しい知識の普及に

努めます。 

教育総務課 

保健福祉課 

 

 

（４）小児医療の充実 

事 業 名 等 事業内容とこれからの目標 主   体 

子ども医療費助成 

事業 

子どもの医療費の自己負担分を助成することにより、子ども

の適切な医療機会の確保及び子育て家庭における経済的

負担の軽減を図り、子どもの健やかな成長を支援します。 

※ 出生から１８歳に達する日の属する年度の末日までの

間にあるもの。 

町民税務課 
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４．＜基本目標３＞ 子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 

（１）次代の親の育成・家庭や地域の教育力の向上 

事 業 名 等 事業内容とこれからの目標 主   体 

中高生と乳幼児の 

ふれあい体験 

中高生を対象とした保育所等でのふれあい体験の機会を

つくり、児童の健全育成に努めます。 

子育て支援課 

教育総務課 

地域・家庭と学校との

連携協力による学校

の活性化 

学校評議員の設置：地域社会からの支援・協力を得て、地

域に信頼される開かれた学校づくりを推進し、地域社会と一

体となって、学校が抱える教育課題に対処していきます。 

教育総務課 

幼稚園教育プログラ

ムの策定 

幼稚園児同士のふれあいを重視し、楽しみ共感しあう体験

を推進します。心身の調和と発達段階に応じた社会性と基本

的生活習慣を身につけさせます。家庭や地域、幼稚園、保育

所、児童館、小学校等の連携と充実強化に努めます。 

教育総務課 

教育講演会 

家庭教育力の向上を図るため家庭や親の役割について考

える講演会を企画・実施します。 

（母親クラブ、ＰＴＡ、子ども会育成会、町教育委員会、青

少年育成推進指導員と共催） 

生涯学習課 

親子による交流・自

然体験学習の開催 

人や自然とのふれあいを通して、人との交流や自然体験の

楽しさを知り、命や自然への関心を深め、ゆたかな感性を身

につけることを目的に、一般町民（対象者）の意見を参考とし

ながら企画・開催していきます。 

生涯学習課 

公民館事業 

教育、学術、文化に関し、楽しめる事業を企画・開催し、教

養の向上、健康の増進、豊かな情操を培う機会の充実を図り

ます。 

生涯学習課 

【新】 

地域学校協働活動 

推進事業 

 家庭・地域・学校が協働して子どもを育てる環境づくり

を推進して、地域の教育力の向上や活性化を図り、地域全

体で子供を育てる態勢の整備を図ります。 

家庭教育支援、地域活動支援、学校教育支援、放課後子

ども教室に関する事業を展開します。 

生涯学習課 
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（２）子どもの生きる力の育成に向けた教育環境の整備 

事 業 名 等 事業内容とこれからの目標 主   体 

学力サポート事業 

学力向上に取り組む学校を指定し、県の指導主事等によ

って構成するチームが継続的、個別的に直接支援すると共

に、その成果及び学校改善事例を普及し、教員の指導力の

向上と児童生徒の学力向上を図っていきます。 

教育総務課 

家庭学習の手引き 

作成 

小・中学生に家庭学習の手引きを作成して配布し、家庭で

の学習の充実を図ります。 
教育総務課 

小中学校生徒指導 

対策 

生徒指導問題対策会議を開き、いじめ、不登校、暴力行

為など生徒指導上の問題行動への対処について考え支援し

ていきます。 

教育総務課 

教育相談員の配置 

教育委員会に教育相談員を配置し、各中学校のスクール

カウンセラーと連携のもと、よりきめ細やかな指導体制を整え

ていきます。 

教育総務課 

【新】 

心のケアハウス  

ざおう学びセンター

「みらい」 

 不登校等の児童生徒及び保護者に対し教育相談、生活相

談及び学習支援等の支援を行い、不登校等の児童生徒の

自立及び学校生活への自発的な復帰を促すための施設とし

て、その活動と充実を図っていきます。 

教育総務課 

【新】 

英語教育の推進 

平成３０年度から１０年間、文部科学省の「教育課程特例

校」に承認されており、「ざおう英語活動」として、小学校１年

生から授業での英語教育と幼稚園・保育所における英語活

動の充実を図ります。 

教育総務課 

情報教育の推進 
各小・中学校にパソコン教室を整備し、教育に活用するこ

とで情報教育の充実を図ります。 
教育総務課 

 
 

（３）子どもをとりまく有害環境対策の推進 

事 業 名 等 事業内容とこれからの目標 主   体 

有害情報やいじめに

対する環境対策事業 

生徒指導の中で、インターネット上の有害情報やいじめに

関してのあり方を指導します。スクールカウンセラーにより、生

徒、教諭、保護者の相談に応じ、支援していきます。 

ＰＴＡの会合や講演会や会報等で保護者向けに情報提供

や防止に向けた啓発を継続して実施します。 

教育総務課 

地域ぐるみの学校安

全体制整備推進事業 

地域ぐるみのスクールガード組織の整備、登下校の安全指

導、施設の巡視、安全・防災指導の拡充を図ります。 
教育総務課 

こども１１０番の家 

住民の協力を得て、通学路沿線の民家に「こども１１０番の

家」ののぼり旗を設置し、防犯意識の啓蒙及び犯罪の防止を

図ります。 

教育総務課 
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５．＜基本目標４＞ 子どもの人権擁護と安全・安心の確保 

（１）児童虐待防止対策の充実 

事 業 名 等 事業内容とこれからの目標 主   体 

要保護児童対策事業 

（蔵王町要保護児童

対策地域協議会） 

子どもの健やかな成長を願い、各関係機関の連携のもと、

虐待予防並びに虐待を受けている要保護児童の早期発見

や適切な支援に向けた地域での取組を推進します。また、虐

待等に関する研修会を地域で開催することにより早期発見や

支援の視点を高めていきます。 

今後は子ども家庭総合支援拠点を設置し、本事業との連

携体制を図っていきます。 

子育て支援課 

【新】 

子ども家庭総合支援

拠点の設置 

すべての子どもとその家庭、および妊産婦を対象とし、実

情の把握や情報提供、相談等への対応、総合調整を行いま

す。 

また、要支援児童及び要保護児童等への危機判断とその

対応、調査、アセスメント、支援計画の作成、支援および指

導、関係機関との連絡調整を行います。 

本計画期間中の設置を目指します。 

子育て支援課 

 

 

（２）ひとり親家庭等の自立支援の推進 

事 業 名 等 事業内容とこれからの目標 主   体 

母子・父子家庭 

医療費助成事業 

母子・父子家庭及び父母のいない１８歳までの子どもの家

庭の親と子に対して医療費助成を行い、適切な受診機会の

確保及び経済的負担の軽減を図り、子どもの健やかな成長

を支援します。 

町民税務課 

あったか支援事業 

（再掲） 

父もしくは母がいない児童及びこれに準ずる事情にある児

童について、支援金（年額５万円）を支給し、児童の健全な育

成と福祉の向上を図ります。 

児童とは、１２歳に達する日の翌日以後最初の４月１日から

１８歳に達する日以後最初の３月３１日までの間にある子で、

蔵王町内に引き続き１年以上居住している者です。 

他、個別に相談に応じて支援していきます。 

子育て支援課 
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（３）障がい児施策の充実 

事 業 名 等 事業内容とこれからの目標 主   体 

障がい児通所支援 

児童発達支援 

障がい児に対して、小集団の中での遊びを通し、子ども自

身のもつ成長の可能性を引き出し、日常生活の基本動作の

習得や集団生活に適応するための適切な指導や訓練のサ

ービスを提供します。 

むつみ学園 

保健福祉課 

障がい児通所支援 

放課後デイサービス 

就学している障がい児を放課後や長期休業期間に預か

り、障がい児とその家族の生活を支援します。 

白石陽光園「アサンテ」、あいのはな 

保健福祉課 

地域生活支援事業 

日中一時支援事業 

障がい児の居場所と家族への休息を支援するため、日中

一時的に預かります。 

白石陽光園「アサンテ」、あいのはな 

保健福祉課 

障がい児保育事業 
保育所・幼稚園において、心身に軽度の障がい等を有す

る子どもを一般の子どもとともに集団の中で保育します。 

子育て支援課 

教育総務課 

 

 

（４）良質な住宅の確保 

事 業 名 等 事業内容とこれからの目標 主   体 

町営住宅入居予定者

の決定の特例 

町営住宅の入居申込者のうち２０歳未満の子を扶養する寡

婦その他の規則で定める者で速やかに町営住宅に入居する

ことを必要としているものについて、優先的に入居予定者とし

て決定することができる制度を継続して実施します。 

建 設 課 
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（５）子どもの防犯対策・交通安全確保の推進 

事 業 名 等 事業内容とこれからの目標 主   体 

交通安全教育の推進 

幼児及び保護者に対して、シートベルトとチャイルドシート

の正しい着用の徹底など、交通安全の呼びかけと啓発リーフ

レットの配付を行い、交通安全意識の高揚に努めます。 

今後は、保護者を対象とした交通安全講習会等の開催を

検討していきます。 

総 務 課 

幼稚園及び小学校ごとに、警察駐在所員や交通指導隊員

の協力を得て、「正しい道路通行や自転車の乗り方」等の交

通安全教室を開催します。（各園・小学校年１回以上開催） 

総 務 課 

交通安全広報の推進 

道路交通のマナー向上のために、年間を通して広報車に

よる呼びかけを行うほか、交通安全運動時に広報紙等に記

事を掲載し、交通事故防止に努めます。 

総 務 課 

交通安全物品の配付 

交通安全推進団体と共同で、幼稚園・保育園等の新入園

児及び小学校入学児童に交通安全物品の配付を行います。 

新入園児 黄色い帽子、リーフレット 

新入児童 黄色い帽子、ランドセルカバー、リーフレット 

総 務 課 

交通安全施設等の 

整備 

児童・生徒の通学路等の安全点検を実施して、ガードレー

ルやカーブミラー等の整備を図ります。 

総 務 課 

教育総務課 

「子ども１１０番の家」

等緊急避難所の設置

促進 

「子ども１１０番の家」を地域の通学路付近に依頼し、のぼり

旗を設置。緊急避難所を知らせると共に、不審者ガードの効

果をもたせる取組を継続して行います。 

教育総務課 

防犯用品の配付 

小学校入学児童に防犯ブザー及びランドセルステッカー

等の防犯用品の配付を行い、登下校時の安全確保に努めま

す。 

総 務 課 

防犯パトロールの 

実施 

子どもの安全を守るため、防犯協会、ＰＴＡ等の協力を得

て、登下校時及び長期休業期間のパトロールを実施します。 

総 務 課 

教育総務課 

防犯広報の推進 

自主防犯及び地域ぐるみの防犯に関する啓発チラシ等を

全戸配付し、防犯に対する家ごと、地域ごとの連帯意識の高

揚に努めます。 

総 務 課 

防犯灯の設置及び 

管理 

夜間の通行の安全確保と犯罪防止のため、行政区等の支

援を受け、防犯灯の設置及び維持管理を図ります。 
総 務 課 

警察と学校等の関係

機関とのファックス 

ネットワーク等の構築 

不審者情報等は警察から教育総務課に入り、その情報を

関係機関に知らせるシステムを運用しており、今後も正確で

迅速な情報提供に努めます。 

教育総務課 
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第６章 計画の推進体制 

１．計画の推進に向けて 

（１）計画の周知 

本計画は、子育てに係る関係者をはじめ、多くの町民の理解・協力が重要であることから、

町が活用している様々な媒体を活用して周知を図っていきます。 

また、子ども・子育て支援の新制度について分かりやすく知らせていくことが、各種サービス

の活用につながり、充実した子育てに結び付くと考えられるため、利用者の視点での情報提

供に努めていきます。 

 

 

（２）関係機関等との連携・協働の強化 

質の高い教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業を実施するためには、教育・保育施

設、地域型保育事業を行う事業者等が相互に連携し、協働しながら地域の実情に応じた取

組を進めていく必要があります。 

また、妊娠・出産期からの切れ目ない支援を行うとともに、地域の子育て支援機能の維持

及び確保等を図るため、子ども・子育て支援を行う者同士相互の密接な連携が必要です。町

は、これらの関係機関に積極的に関与することで、円滑な連携が可能となるよう取り組んでい

きます。 

 

 

（３）庁内などの連携強化 

本計画に関わる事業は多岐にわたっているため、様々な分野において適切な取組を実施

していくことが必要となります。 

そこで、本計画については行政が一体となって子ども・子育て支援を推進する計画として

位置づけ、関係各課などとの幅広い連携を図り、また、庁内だけでなく、警察や消防、教育機

関、宮城県などとも協力体制を構築し、計画を推進していきます。 
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２．計画の進捗管理・評価について 

本計画の実現に向けて、計画の進捗状況を「蔵王町子ども・子育て会議」において把握し、

毎年度点検・評価を実施していきます。 

具体的には、以下の図の様にＰＤＣＡサイクルに基づいて、計画内容と実際の認定状況や利

用状況、整備状況などを点検・評価し、乖離がある場合には都度修正を行っていきます。また、

大きな修正・変更が必要になった場合は、計画の中間年を目安として計画の見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

点検・評価の結果、 

乖離がある場合は修正 

「量の見込み」と 

「確保の内容」を定める 

計画に定めた 

内容を実施 

計画内容と実際の 

実施状況の点検・評価 
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